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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 
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判例集等 集民 第 195 号 377 頁   

 

判示事項 建築請負人からの注文者に対する請負契約に係る建物の所有権保存登記抹消登

記手続請求訴訟の提起及び右訴訟の係属と請負代金債権の消滅時効の中断 

裁判要旨 建築請負人からの注文者に対する請負契約に係る建物の所有権保存登記抹消登

記手続請求訴訟の提起は、右請負代金債権の消滅時効中断事由である裁判上の

請求に準ずるものとはいえず、右訴訟の係属中右請負代金について催告が継続

していたということもできない。 

 

全 文 

主    文 

原判決を破棄し、第一審判決中上告人の敗訴部分を取り消す。  

前項の部分に関する被上告人の請求を棄却する。  

訴訟の総費用は被上告人の負担とする。  

理    由 

上告代理人矢野博邦の上告理由第一点の二について   

一 原審の適法に確定した事実及び記録に現れた本件訴訟の経過は、次のとおりである。   

１ 被上告人は、昭和六一年七月一八日、上告人から原判決別紙物件目録記載の建物（以下

「本件建物」という。）の新築工事を代金五一〇〇万円で請け負い、同年一〇月二五日にこれ

を完成させて上告人に引き渡した。   

２ 被上告人は、昭和六三年一一月一八日に本件訴訟を提起した。訴状に記載された請求の

趣旨は、「上告人は、被上告人に対し、本件建物についての熊本地方法務局昭和六一年九月二

〇日受付第四五六四五号所有権保存登記（以下「本件登記」という。）の抹消登記手続をせよ。」

というものである。訴状の請求原因には、本件登記は、一部しか代金を支払わない上告人が被

上告人から本件登記手続に必要な工事完了引渡証明書と印鑑証明書を不正に取得してしたも

ので、真実に反する無効なものであるから、その抹消登記手続を求める旨記載されていた。   

３ 被上告人は、第一審係属中の平成二年九月一九日に右請求を請負残代金請求に交換的

に変更する旨の「訴変更の申立書」を提出し、同日の第一六回口頭弁論期日において、同書面

を陳述した。   

４ 上告人は、請負代金をすべて弁済したと主張したが、第一審判決は、この主張を認め

ず、被上告人の請求を一部認容した。   

５ 上告人は、第一審判決に対して控訴し、原審第一回口頭弁論期日において、請負代金債

権についてその弁済期である昭和六一年一〇月二五日から民法一七〇条二号所定の三年が経

過したとして、消滅時効を援用した。   
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被上告人は、右消滅時効の抗弁に対する再抗弁として、本件訴訟の提起による消滅時効の中

断を主張した。   

二 原審は、次のように判断して、請負代金債権の消滅時効の中断を認め、上告人の控訴を

棄却した。   

（１） 本件訴訟提起の際の訴訟物は請負代金債権ではなかったが、被上告人は、当初から

請負残代金の存在を主張し、これについて請求の意思があることを明らかにし、主たる争点も

当初から請負代金の弁済の有無であり、（２） 本件訴訟提起の当初の目的は、本件建物の所

有権を確保することにより、これを請負代金の担保とすることにあったと認められ、（３） 本

件登記の抹消登記手続請求と請負残代金支払請求とは、請負代金全額が弁済されていれば両

請求とも認められなくなるという点で密接な関係があり、（４） 第一審において、被上告人

は、訴訟代理人によらず、本人で訴訟を追行したという事情の下では、本件登記の抹消登記手

続を請求する訴訟の提起は、請負代金の裁判上の請求に準ずるものであるから、請負代金債権

の消滅時効を中断する効力がある。仮に、本件登記の抹消登記手続請求が、裁判上の請求に準

ずるものではないとしても、少なくともいわゆる裁判上の催告の効力があり、その後の訴えの

変更により消滅時効が中断する。   

三 しかしながら、原審の右判断は是認することができない。その理由は、次のとおりであ

る。   

本件訴訟における当初の請求は、建物所有権に基づく妨害排除請求権を行使して本件登記

の抹消登記手続を求めるものと解されるのに対し、訴え変更後の請求は、請負契約に基づく履

行請求権を行使して請負残代金の支払を求めるものであり、訴訟物たる請求権の法的性質も

求める給付の内容も異なっている。  

そうすると、【要旨】本件訴訟の提起を請負代金の裁判上の請求に準ずるものということが

できないことはもちろん、本件登記の抹消登記手続請求訴訟の係属中、請負代金の支払を求め

る権利行使の意思が継続的に表示されていたということも困難であるから、その間請負代金

について催告が継続していたということもできない。   

よって、請負代金債権の消滅時効の中断を認めた原審の判断は、民法一四七条の解釈適用を

誤ったものというべきであり、その違法は原判決の結論に影響を及ぼすことが明らかである。

論旨は理由があり、原判決は、その余の上告理由について判断するまでもなく、破棄を免れな

い。   

そして、以上説示したところによれば、上告人の消滅時効の抗弁には理由があり、他に消滅

時効の中断事由を主張していない被上告人の請求は、全部棄却されるべきであるから、第一審

判決中上告人の敗訴部分を取り消した上、同部分に関する被上告人の請求を棄却すべきであ

る。   

よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 井嶋一友 裁判官 小野幹雄 裁判官 遠藤光男 裁判官 藤井正雄 裁

判官 大出峻郎） 

 

 

※参考：判例タイムズ 1018 号 204 頁、判例時報 1696 号 108 頁、金融商事判例 1084 号 25

頁 


